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《国際家族法研究会報告（第
39回）》
東南アジアにおける英法系諸国の国際家族法
笠原
　
俊宏
一
　
前書き
　
本研究会においては、東南アジア諸国の国際家族法に関し
ては、既に、東アジア諸国の国際家族法とともに、ベトナムのそれについて
（拙稿「東アジア諸国国際家族法の現在」東洋
法学五四巻三号三二九頁以下）
、また、第二次世界大戦前に、
英国による植民地支配を受けなかったフィリピン、インドネシア、タイ、カンボジア、ラオスのそれらについて
（拙稿
「東南アジア諸国国際家族法の現在」東洋法学五六巻二号二九三頁以下）
において報告されている。そこにおいて取り上げら
れなかったのは マレーシア、シンガポール、ブルネイ、ミャンマーであるが、これらの国々の法体系について共通しているのは、英国法の影響を強く受けて るということである。そこで、今回の研究会においては、文献・資料の入手が困難なミャンマーを除くそれら国々の国際家族法についてB
ergm
ann/F
erid, Internationales E
he- und K
indschafts-
recht
の他、入手することができた文献及び資料の範囲にお
いて、若干の報告を試みることとしたい。
二
　
マレーシア
　
マレーシア連邦の建国について言えば、先ず、マレー半島
部の諸州から成るマラヤ連邦
（西マレーシア）
が、一九五七
年に英国から独立し、そして、一九六三年に、シンガポール（一九六五年に分離、独立）
、及び、ボルネオ
（
B
orneo ）
島のサ
バ州
（
Sabah ）、サラワク
（
Saraw
ak ）
州の二州とともにマレー
シア連邦が成立した。マレーシアは他民族国家であり、それぞれの民族の宗教が異なるため、それを反映して、国民の属人法が異なっている人的不統一法国である。マレーシアの法体系について、極く簡略に言えば、基本的には、コモン・ローの法体系に従っている。しかし 国民の大半 占めるマレー人がイスラム教徒であるため、イスラム法によって支配されており、また、それとともに、国民 三分の一が中国系国民によって占められていて、中国伝統の慣習法も根強いと言われる。更に、ヒンドゥー を信仰す インド系も多い。そのような人口分布を背景として、マレーシア は、 家族法は存在せず、人的不統一 国とし それぞれ 宗教及び民 により、それぞれ、異なる家族法関係の諸立法が適用されている。すな ち、イスラム教徒 はイスラム法、中系国民には中国慣習法、ヒンドゥー教徒にはヒンドゥー慣習法、先住 たる国民には先住 慣習法が適用 とし 存在している
（
B
ergm
ann/F
erid, Internationales E
he- und K
indschafts-
recht, M
alaysia, 69. L
ieferung, 1980, S.130ff. ）。例えば、イスラム
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教を連邦の宗教としているマレーシアにおいては、各州が独立の立法権をもって、イスラム教義を反映した条例が整備されており、家族法についても、各州がそれぞれのイスラム家族法に関する法令を定めて る。但し、それらの家族法の内容は、実際には、一部の州を除いてほぼ同じであり、連邦直轄領が定める「イスラム 法」
（一九八四年連邦法律第
三〇三号）
がモデルとなっており、また、先住民を除く非ム
スリムには、 「婚姻・離婚法」
（一九七四年連邦法律第一六四
号、一九八 年改正）
や「嫡出法」
（一九六一年連邦法律第六〇
号、一九七〇年改正）
等の家族法関係立法が適用されている
と言われている
（木村三男監修、篠崎哲夫＝竹澤雅二郎＝野崎
昌利「全訂渉外戸籍のための各国法律と要件（下）
」（日本加除出
版、平成一九年）
五三六頁以下参照） 。
　
前出イスラム家族法中の諸規定について、国際婚姻法の観
点から注目されるのは、第 条
（他の宗教を信仰する者）
で
あろう。同条第一項において 「男子 啓典の民であ 者を除いて、非ムスリムと婚姻できな 。 」と規定され、また、第二項において、 「女子は非ムスリムとは婚姻できない。 」と規定して る。 啓典」については、同法第二条
（解
釈）
第一項が、 「啓典の民」とは、 「ヤコブの血統を祖先とす
る女子、預言者ムハンマドの時代以前のキリスト教徒を祖先とす キリスト教の女子、預言者イエスの時代以前のユダヤ教徒を祖先とするユダヤ教徒の女子」を意味すると規定して
いる
（木村監修、篠崎＝竹澤＝野崎・前掲書五四二頁参照）
。
従って、婚姻の実質的要件として、ムスリムの本国法に依った場合、ムスリムと日本人との婚姻は殆ど成立しないこととなる。但し かような双方的要件が、配分的連結の規則の下において、如何ように考慮されるべきであるかは、問題 あるところであろう。　
より一般的に、マレーシア国際家族法について言えば、そ
れについても、マレーシア連邦法は、英法の継受の時期の相違のため、形式的には不統一であり、マレー半島の西マレーシア諸州、ボルネオ島のサラワク州及びサバ州には、それぞれ、固有の国際家族法立法が置かれて 。実際には、内容的には同一であると言われながら、その後、英国から個別に継受した諸州の立法は、それぞれ、独自の発展を遂げているようである。それらに共通した特徴と っているのは、やはり、人際法との関連におけ 法律関係の適用法であ 。それについては、今なお、全体として英法の流 を汲むマレーシア法と宗教的なイスラム法と 相互の関係が不明確な問題として残されていると指摘されている
（
B
ergm
ann/F
erid, a. a. O
., 
S.22. ）。
　
マレーシア抵触法の総則として位置づけることができるの
が、英法の影響を受けている「民事 に関する法律」（一九五六年連邦法律第六七号、一九七二年改正）
であるが、そ
の第三条第一項は、 「他の規定が、マレーシアにおいて、成
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文法によって制定されたか、又は、将来、制定されるのでない限り、裁判所は、次の通り、適用する。⒜西マレーシア又はその何れかの領域においては、イングランドのコモン・ロー、及び、一九五六年四月七日に において執行されたエクィティ規則、⒝サバにおいては、イングランドのコモン・ロー、及び 一般適用規定とともに、一九五一年一二月一日にイングランド おい 執行 施行されているエクィティ規則 ⒞サラワクにおいては イングランドのコモン・ 般適用規定とともに、一九四九年 二日にイングランドにおいて執行されたか、又は、施行されているエクィテ 規則」と定め おり、イングランドのコモン・ロー及びエク ティが基本となることを明らかにしている
（
B
ergm
ann/F
erid, a. a. O
., S.29. ）。
三
　
シンガポール
　
シンガポールにおいては、第二次世界大戦後、日本による
統治から解放された後 英国 植民地支配が継続したが一九五九年、英国の自治領となり、更に、前記の通り、一九六三年、マラヤ連邦、ボルネオ島のサラワク、サバ両州とともに、マレーシア連邦を結成した。しかし 一九六五年、マレー系住民への優遇政策を不満とする中国系住民との間における衝突を契機として、マレーシア連邦から分離、独立した経緯については、改めて述べるまでも いであろう。従って、シンガポールは、その人口比において 中 系住
が人口の四分の三という大きい割合を占め、他方、イスラム系住民は人口の一五パーセント程度である。マレーシアの場合とは異なるにせよ、多民族国家であることに相違はなく、そのこ 、国際家族法 観点から見て重要な意味を有しているように思われるが、しかしながら、シンガポールにおける不統一法国法の状況 、マレーシアの場合とは様相を異している。すなわち、イスラム法を除いて、中国慣習法、ヒンドゥー慣習法、マレーシア慣習法 支配は、財産関係以外の分野において、あまり顕著であるとは見られない
（
B
erg-
m
ann/F
erid, Internationales E
he- und K
indschaftsrecht, Singapur, 99. 
L
ieferung, 1989, S.2f. ）。かようにして、イスラム法を除いて、
その国内法は統一されていると言っても、必ずしも過言でないであろう。シンガポールの法体系において コモン・ロー及びイスラム法が両輪をなしていることは マレーシア等と比べて、より一層、際立っており そして、英連邦に加盟していることも、東南アジアないし南アジア ける他の英法系諸国と同様である。　
国際婚姻法について言えば、シンガポールにおいては、住
所主義が支配する英国国際私法規則が原則と 施行されている。住所の取得につ ては、本源住所
（
dom
icile of origin ）
及び選定住所
（
dom
icile of choice ）
とも、英国住所法に従う
が、英国における一九七三年の改正法の内容は導入されていない。しかし、家族法 改正 伴 、妻は従前の住所も独自
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の住所も取得できるようになっており、従属住所
（
dom
icile 
of dependency ）
は子についてのみ適用される
（
B
ergm
ann/
F
erid, a. a. O
., S.21. ）。
　
婚姻の方式については、英国法に従い、行為地法が行なわ
れている。当事者の一方がイスラム教徒の場合にも 民事婚の方式に依拠することができるが、当事者双方がイスラム教徒であるときは、イスラム法に則った方式のみが適用される（B
ergm
ann/F
erid, a. a. O
., S.22. ）。一方、実質的要件について
は、住所地法に依ることを原則 する。その場合における住所が婚姻当事者 婚姻住所をも含むとする英国法上の理解は、シンガポール裁判所 おいては採用されていない
（
B
erg-
m
ann/F
erid, a. a. O
., S.22. ）。人際法に従い、人がそれぞれの固
有法に依って規律される結果、イスラム教徒と非イスラム教徒との間の民事婚については、本来、イスラム法上 婚姻障碍が働く余地があるが、それは考慮されない
（
B
ergm
ann/
F
erid, a. a. O
., S.22. ）。この点において、マレーシア法との比
較において、それら両法体系 おけるイスラム教な しラム法の位置付けが大きく異なっている。シンガポール法上におけるこ ような立場は、イスラム教徒である外国人と日本人との婚姻の成否についての問題に関する判断のための参考となるであろう。　
離婚については、かつて、裁判上の離婚と裁判外のそれと
が区別され、そして、前者は法廷地法に依るべきものとさ
れ、シンガポール裁判所に管轄権があるときは、シンガポール法に依るべきものとされた。しかし、属人法上の婚姻は、それが、同法上、同法に依って規律されるものと見做されるときは、解消され ことができる。一方、裁判外離婚は、一九六一年の婚姻法改正によって禁止され 事実 一九八一年の家族法上の新規則により、かような離婚方法は退けられている
（
B
ergm
ann/F
erid, a. a. O
., S.22f. ）。従って、今や、シ
ンガポールにおいては裁判離婚主義が支配していることとなる。　
更に、後見については、英国法上の立場に従い、シンガ
ポール裁判所に管轄権があれば、シンガポール法 適用るといういわゆる並行理論 行なわ ている。また 準正については、婚姻当時の父の住所地法に依るべきことが、一九三四年の準正法第九条によって規定されている
（
B
erg-
m
ann/F
erid, a. a. O
., S.23. ）。
　
尚、付言すれば、シンガポール法体系において、普通婚姻
法立法としての役目を担っている は、一九六一年九月一五日の「婦人憲章」
（
W
om
enʼs C
harter ）
である。シンガポール
家族法の現代化を代表する立法として位置づけられる内容を有する
（木村三男監修、篠崎哲夫＝竹澤雅二郎＝野崎昌利「全訂
渉外戸籍のため 各国 律と要件（中） 」 （日本加除出版 平成一九年）二五〇頁以下参照）
。
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四
　
ブルネイ
　
ブルネイ・ダルサラーム国は、その歴史において、一八八八
年から英国の保護領であり、第二次世界大戦中は、日本の統治下にあったが、その後、再び、英国の自治領となり、一九八四年に独立している。現在も、英連邦加盟国であり、その歴史から見ても、英国法の影響が強いことは明らかる。しかし、宗教の面から見れば イスラム教国であることから、その法体系の位置付けは、マレーシアと同様、ブルネイの慣習法に加えて、コモン・ロー 及び、イスラム法の混合法体系を有する不統一法国法である。しかし ブルネイ法体系に関する資料は乏 く、そ 全容 明確でないが、その婚姻法は、教会婚及び民事婚を規定し い と言われる（木村監修、篠崎＝竹澤＝野崎・前掲「全訂渉外戸籍のための各国法律と要件（下）
」
三四〇頁参照）
。ここにおいては、
一九九九年八月一日から施行されているいわゆる既婚女性法（M
arried W
om
en A
ct ）、及び、一九五五年七月三一日から施
行されているいわゆる中国婚姻法
（
C
hinese M
arriage A
ct ）
に
言及することとしたい。　
先ず、 「既婚女性法」
（既婚女性の権利について規定し、ま
た、それに付随する事項を規定する法律）
は、全四〇箇条を
もって、婚姻後における女子の権利及び義務 して定めている。その規律の主体的範囲は、既婚女性を中心するものであるが、必然的に、夫及び子にも及ぶものであり、婚姻関係
及び親子関係を規定する家族法としての内容を有している。「既婚女性法」の特徴として、その全体的立場としての妻の夫への従属を基調としながら、妻の権利の保護に対する明らかな配慮を表現した内容の法典である。但し、そ 適用範囲については、同法第二条は、 「本法は、当事者 何れかの者がイスラム教を信仰するときは、何れの事項についても適用されないものとする。 」と規定している。従って、本法は、婚姻法
（
M
arriage A
ct ）
を補充するものとして位置付けられ
るものである。　
それに対して、 「中国婚姻法」
（中国制定法又は慣習に従って
締結された婚姻の規律及び登録について規定する法律）
は、ブル
ネイにおいて 、東南アジア諸国におけると同様に、中国系人口が相当の割合を占めていることを物語っ いる。同法は、全一四箇条をもって、 「ムスリム家族法」と並んで、特別婚姻法の一端を担っ いる。その規律 主体的範囲について、同法第一条第二項は、 「本法は、婚姻法 下に挙行された婚姻へは適用されないも とする。 」と 定して、民事婚と区別しており、また、第二 は、 「中国婚」の意義について、 「本法、及び 同法の下における規則において、 『中婚』とは、中国制定法又は慣習に従って締結された婚姻を意味するもの し、かつ、同法又は慣習 従 婚約し 者婚姻の交流によって構成された婚姻を含むも とする。 」と規定している。
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かように、ブルネイにおいては、宗教としてのイスラム教
を反映したイスラム法の適用の他、一種の慣習法としての中国法が適用される場合もある。前者は 正しく宗教に基づく人際法が規律する範疇に属して、ムスリムへの不可避的適用が行なわれるものであるの 対 後者は 中国人に限られるにせよ、婚姻当事者の任意的な選択に従うものであると見ら 。その意味において、ブルネイの場合には、人際法との交錯における適用法の決定は より複合的であると言うことができる。五
　
後書き
　
以上におけるように、東南アジアの英法系諸国における婚
姻法体系についても、植民地時代における欧州文化 移入、及び、中国伝統文化を担う華僑の安定的な定着とともに、やはり、構造的なイスラム化の拡大 看取さ 。タイ等に見られる仏教文化の影響は、今なお否定でき いが、社会主義国家の出現に伴う宗教の後退 対比して、インドネシア、マレーシア、ブルネイ等は、すでにイスラム教国へと変貌していることが、婚姻法を通じて確認されたと言うことができるであろう。その一方、シンガポール お は イスラム教徒へのイスラム法 排他的適用は残されていながら、基本的には、統一法への指向が顕著である。その点において シンガポールは、他の東南アジ 諸国と一線を画しており また、同国が、イスラム法が支配的なマレーシア連邦から分
離、独立したことの主旨は、正にそこにこそ存在しているように思われる。　
東南アジア諸国の国際家族法については、ミャンマーのそ
れを除いて、一先ず概観されたものとして、今後、研究会報告における対象国を南アジア諸国へと移すこととしたい。 
（かさはら・としひろ
　
東洋大学法学部教授）
国際家族法研究会報告〔笠原　俊宏〕
190
